
野洲川流域タイムラインの作成について
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タイムラインとは
〇タイムラインとは、災害の発生を前提に、防災関係機関が連携して災害時に発生する状況を予め想定し共有した
上で、「いつ」、「誰が」、「何をするか」に着目して、防災行動とその実施主体を時系列で整理した計画です。

出典：国土交通省HP 2



１．流域タイムラインの作成・活用の推進について

〇令和 3 年 5 月に災害対策基本法の見直しを行い、避難勧告・避難指示が一本化された。同年 10 月に国
土交通省防災業務計画を変更し避難情報に着目したタイムラインを流域タイムラインに見直す事になった。

内 容項目

・平成26年４月以降に全国で一斉に策定されたタイムラインは、避難勧告の発令

等に着目したものである。

・関係機関は、気象台、河川事務所、及び流域自治体である。

・内容は、避難勧告等が適切に発令できるように、気象情報や洪水予報及び堤防

決壊等の危険情報、避難勧告の発令などを時系列に整理したものである。

①避難情報の発令等に着
目したタイムライン

・同一の洪水予報の予報区域や最も重視する水位観測所が同一であるなど流域

単位の市区町村を対象として、河川事務所等の防災行動を確認するための流域

タイムラインを市区町村等の関係機関と連携して作成・運用するものである。

・この際、大規模氾濫減災協議会等を活用して市区町村タイムラインとの整合を

図ることとする。

・これまで活用してきた避難情報(勧告)着目型タイムラインは、市区町村タイムライ

ンの作成の参考になることに留意する。

②流域タイムライン

・毎年、出水期前を基本として市区町村等の関係機関とともに確認を行うこと。
・洪水等の対応に関する演習・訓練等の際にも活用すること。
・災害対応やその振り返り、演習・訓練等の際に明らかとなった課題を踏まえて、随時、見直し等を行うこと。

タイムラインの活用等

出典：水害対応タイムラインの今後の進め方について、（令和４年３月１７日）」水管理・国土保全局河川環境課 通知
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流域タイムラインに規定すべき事項

条件を満たす場合基本

・河川管理施設の操作により、支川氾濫や内水により明らかに浸水
が発生することが見込まれる情報やその伝達
・個別対応区域の避難のための情報

洪水予報の予報区域内に個別に対応する区域があり、河川事務所
等がホットライン等を行うこととしている場合
・ダムの放流等の情報
（本川ダムなど著しい影響のある場合）
・その他、河川からの氾濫のおそれにより、
避難が必要な地域の避難指示や避難行動に関わる連絡
（必要に応じて）
・流域警戒ステージ（仮称）あるいはこれに類するもの
※警戒レベルや相当情報とは別に、危機感について段階を
定めるもの
（すでに流域警戒ステージ等を設定している場合）

・数日前からのWEB会議ツールによ
る危機感の共有

・当日の洪水予報・水位到達情報、
水防警報の発表・伝達

・氾濫のおそれ、氾濫発生・切迫に関
する情報伝達（ホットライン）

必
須

・個別対応区域の避難のための情報
洪水予報の予報区域内に個別に対応する区域があり、
市区町村や自治会等が自ら判断することとしている場合
【必要に応じて】
・水門等の操作員への出動・退避指示
・維持業者・流観業者等への出動・退避指示
・災害協定業者（建設業協会、測量協会等）への連絡

・流域警戒ステージ（仮称）あるいは
これに類するもの

※警戒レベルや相当情報とは別に、
危機感について段階を定めるもの

・排水ポンプ車の配備等

推
奨

■規定すべき行動

条件を満たす場合基本

・都道府県危機管理部局

（市区町村界を超える広域避難が必要な地域、その他すでに大規模
氾濫減災協議会に参画している場合）
・都道府県砂防部局

（河川氾濫と同時に土砂災害について特に警戒を促す必要のある地
域）
・道路管理者
（避難経路上に雨量規制区間や土砂災害のおそれがある場合）
・公共交通機関
（避難行動に公共交通の運行状況が大きく影響する場合）
・学識者・タイムラインのコーディネートを務める方など

（流域タイムラインの作成・振り返り等のために参加することとしてい
る場合）
・警察・消防
（避難誘導等の主体として期待される地域）

・気象台

・都道府県（建設事務所等）

※本庁河川部局あるいは氾濫域が
共通の河川を担当する建設・土木事
務所のいずれか、特に氾濫域を共有
する河川を担当する部局

・氾濫域の市区町村

必
須

【必要に応じて】
・ライフライン企業（電力、ガス、通信等）
・報道機関（テレビ、ケーブルテレビ、ラジオ、新聞等）
・その他主な許可工作物の設置者等（道路管理者（橋梁、堤防道路）、
水道・下水道事業者（水道橋）ほか）

・都道府県危機管理部局
・都道府県砂防部局
・道路管理者
・公共交通機関

・学識者等・タイムラインのコーディ
ネートを務める方など
・警察・消防

推
奨

■調整の相手方とする関係者

１．流域タイムラインの作成・活用の推進について
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２．流域タイムラインの作成方針について

〇基本方針：関係機関内で完結する行動項目は記載せず、「関係機関と連携が必要な行動項目」と「関係
機関に周知・共有しておくべき重要な行動項目」のみをとりまとめる。

〇連携が必要な行動項目： 連携が必要な行動項目は、気象台により発表される大雨注意報等の情報や
河川管理者により発表される洪水予報等の情報のように、これらをキッカケに他の機関が行動を起こす
情報と捉えられるものを中心に抽出する。

〇周知・共有しておくべき重要な行動項目： 各機関が直接連携する行動でない場合についても、各機関が
タイムラインステージで想定する防災行動項目を共有しておくことにより、他の機関が先を見越した防災行
動がとれるような、重要な行動項目を厳選し抽出する。

■タイムラインステージと気象庁の警戒レベル相当情報、および変更トリガーの関係等
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タイムラインステージ 気象庁の警戒レベル相当情報 タイムラインステージ・変更トリガー

平時

ステージ0
(立ち上げ）

ステージ1
(準備）

警戒レベル1
・水防警報（待機・準備）発令
（水防団待機水位の超過）

ステージ2
(警戒）

警戒レベル2
・洪水予報（氾濫注意情報）
・氾濫注意水位の超過

ステージ3
(早期避難）

警戒レベル3相当
・洪水予報（氾濫警戒情報）
・避難判断水位の超過

ステージ4
(避難）

警戒レベル4相当
・洪水予報（氾濫危険情報）
・氾濫危険水位の超過

ステージ5
(応急対応）

警戒レベル5相当 ・洪水予報（氾濫発生情報）



３．野洲川流域タイムラインについて

〇野洲川流域の関係機関による野洲川流域水防災タイムライン（令和５年度版）を作成した。
〇野洲川流域が台風の３日予報円に入った場合に、タイムラインを立ち上げ（ステージ０）することとしている。
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３．野洲川流域タイムラインについて
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３．野洲川流域タイムラインについて
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３．野洲川流域タイムラインについて
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３．野洲川流域タイムラインについて
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３．野洲川流域タイムラインについて
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• 今年度より「野洲川流域水防災タイムライン（令和５年度版）」の運用を開始するにあたり、
流域水防災タイムラインの周知徹底、行動内容の理解・習熟のための演習（読み合わせ）
を出水期前に実施する。

• また、出水期後には運用内容、実績の振り返りを行い、野洲川流域水防災タイムラインの
改善・見直しを行う予定である。

演習（読み合わせ） 令和５年６月

運用 出水期（６月中旬～１０月中旬）

振り返り・意見等聴取 出水期後（１１月～１２月頃）

流域タイムラインの改善・見直し 令和６年１月～３月

流域タイムラインの運用・スケジュール

４．流域タイムラインの運用について


